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第 29期決算公告 
令和７年６月 20日 

愛知県常滑市新開町六丁目１番地の８ 

積水ＬＢテック株式会社 

代表取締役社長  若尾 誠哉 

貸 借 対 照 表 
〔 令和７年３月 31日現在 〕 

 

 （単位：千円） 

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示している)                      

 

 

 

  

有　形　固　定　資　産

無　形　固　定　資　産

資　本　金

資　本　剰　余　金

投 資 そ の 他 の 資 産 利　益　剰　余　金

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流　動　負　債 3,688,632 

現 金 及 び 預 金 6,332 買 掛 金 299,564 

流　動　資　産 4,158,266 

短 期 借 入 金 2,849,086 

製 品 505,023 リ ー ス 債 務 0 

売 掛 金 1,602,186 

未 払 金 158,690 

仕 掛 金 884,220 未 払 費 用 189,094 

原 材 料 1,101,610 

預 り 金 1,589 未 収 入 金 58,469 

仮 払 金 424 未 払 消 費 税 等 139,366 

未 払 法 人 税 等 3,321 

賞 与 引 当 金 45,896 

役 員 賞 与 引 当 金 2,024 

固　定　資　産 3,121,927 固　定　負　債 79,400 

長 期 未 払 金 2,836 

構 築 物 49,131 

退 職 給 付 引 当 金 54,337 建 物 1,396,339 

3,026,774 

資 産 除 去 債 務 22,226 

車 両 運 搬 具 1,694 

機 械 装 置 1,319,107 

負　債　合　計 3,768,033 

リ ー ス 資 産 0 

工 具 器 具 備 品 118,218 

100,000 

65,930 株　主　資　本 3,512,161 

（ 純 資 産 の 部 ）建 設 仮 勘 定 142,283 

4,000,000 

施 設 利 用 権 224 4,000,000 

(-103,164)

敷 金 及 び 保 証 金 484 

29,223 -587,838 

長 期 前 払 費 用 464 -587,838 

3,512,161 

資　産　合　計 7,280,194 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,280,194 

繰 越 利 益 剰 余 金

純　資　産　合　計

繰 延 税 金 資 産 28,274 （内、当期純損失）

資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ ェ ア 65,706 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(1) 原材料、仕掛品、製品 移動平均法による原価法 

  

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 

定額法によっております。 

主な耐用年数は、建物 38 年、機械装置７年、工具器具備品３

～７年であります。 

(2) 無形固定資産 定額法によっております。 

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

(4) 長期前払費用 定額法を採用しております。 

  

 

３．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 期末直前支給額を基礎とした見積額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。なお退職給付債務

の算定は簡便法によっております。 

 

 

４．収益及び費用の計上基準   

   商品及び製品等の販売に係る収益 

    商品等の販売は、引渡時点において顧客が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足 

  されると判断し、当該時点で収益を認識しております。 

    なお、出荷時から商品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、 

出荷時点において収益を認識しております。 

 

５．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
 

 

以上                  


